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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
　6月の北海道は、ヨーロッパによく似てまことに過ごしやすく、一年で一番の素晴らしい気候となる。樹木は新緑に囲まれ、草木は花が咲き乱れ、あの厳しい冬が嘘のように思えてくるから不思議である。とりわけ今年は厳冬で、残雪も多かっただけにその喜びはひとしおである。
安倍総理夫人昭恵さん、率直な「原発反対」発言
　北海道新聞6月7日付の朝刊に面白い記事が出ていた。朝日にも日経にも出ていないので、道新か共同通信の配信記事なのか定かではないのだが、国会内でインターネットを通じて地方に情報を発信するNPO団体「ふるさとテレビ」が主催した講演会での安倍総理夫人昭恵さんの発言を引用している。
昭恵夫人は、「原発には反対である」と明言され、「私は家庭内野党。(周囲の人は)嫌なことは、だんだん権力を持つと(首相に対して)言えなくなる」と述べている。この問題は、総理も家庭内でたじたじになっているのかもしれない。また、「私の理想とする世の中と、主人の理想とする世の中はずれている部分もある。主人は現実の世界で政策を語らないといけないが、私は子どもの目線で理想を語りたい」と述べている。そういえば、女性から積極的に原発推進すべきだ、という積極的発言を聞くことがほとんどないわけで、命をはぐくむ女性ならではの思いが強いのであろう。
　週刊新潮に昭恵さんに関する厳しい批判が出ているようだが、総理大臣の妻というポジションも、なかなか大変なものなのだろう。率直な発言をこれからも時々は期待したいものだ。
アベノミクスの矛盾爆発、
債券市場の不安定さから、円高、株安へ回帰か
　いよいよアベノミクスの問題点が、誰の目にも明確になり始めてきたようだ。特に、黒田総裁になって始めた異次元の金融政策は、円安と株価の上昇をもたらしている限りにおいては、経済界には好感を持って迎えられていたのだが、それでも、債券市場では長期金利が0.3%台まで下がったかと思えば、その日のうちに0.9%台まで急上昇するなど、異常なボラティリティの高さを示し、サーキットブレーカーの発動も頻繁に起こっていた。あまりにも急激な金融緩和のもたらす弊害が、債券市場だけに生じていたのであれば、長期国債の購入の在り方を変えていくことで対応できたのだろうが、5月23日に始まった株価の1,000円を超すような大幅な下落にはじまり、6月の6日には株式市場の下落だけでなく、為替相場においてもニューヨーク市場で1$=100円の大台を切る円高へと突入し、これまでの安倍ノミクスで実現できた円安・株高のトレンドが大きく逆回転し始めたのである。
消費税の引き上げについて、政権内に異論が噴出か
参議院選挙を1カ月後に控えた安倍政権にとって、支持率の高さはアベノミクスによる株高・円安によって支えられてきたわけで、それが逆になり始めれば支持率も下がる危険性が大きい。それだけに、政権側も慌てはじめるとともに、どうやら政権内では財政規律を明確にさせようとする財務省の意を受けた「消費増税を予定通り進めるべきだ」とする勢力と、このまま「デフレの下で消費増税に突入すべきではない」とするリフレ派の人たち、さらに「伝統的な公共事業の拡大を国土強靭化の名目の下で進めよう」とするグループも加わり、アベノミクスの進めようとしてきた政権中枢の政策推進の流れが不協和音を起こし始めたようだ。少なくとも内部矛盾は拡大し始めたようだ。
債券市場は、長期金利の行く末を見通せなくなっているのでは
　まず、第一の矢であるデフレからの脱却をめざして進められてきた異次元の金融緩和政策であるが、抱えている問題は深刻である。
　というのも、債券市場関係者にとっては日銀が大量の国債を購入し、購入する国債の満期までの残存期間も長くするという措置は、需給関係だけからすれば、金利水準の低下、即ち国債価格の上昇につながるはずである。ところが、こうした措置はあくまでも今後2年間で消費者物価上昇率を2%まで高めるために行われるわけで、その意図が実現すれば、常識的に考えれば金利水準が上昇せざるを得ないのである。
果たして金利は下がるのか上がるのか、債券市場参加者のメーンシナリオは今回の大胆な金融緩和によっても物価目標達成は困難だと思われるが、金融政策当局がそれなりの決意を持って実施しているわけで、効果を上げないと決めつけるわけにもいかなくなっている。つまり、金利の上昇を織り込む必要もあり、そうなると現在国債を購入すれば近い将来には評価損を被ることになり、今は国債を買わないことになる。今の状況は、まさにようす見を決め込んでおり、国債の流動性は低下し、ちょっとしたことで価格が乱高下する状態になっているわけだ。
国債市場の混乱が株式市場にも影響し始めている
黒田日銀は丁寧に説明すべきでは
こうした国債市場の混乱が株式市場にも影響しており、それだけに国債市場の流動性を回復し、価格の変動制を低下させることが喫緊の課題となる。しかし、そのためにも金利の方向感が定まらなければならない。その点について、今回の日銀の金融緩和は確かに大胆なのかもしれないが、それがどのようなルートで初期の成果を上げることに繋がるのか、民間金融機関などとの間で丁寧に説明する必要がある。ところが、その点に関してはまことに素っ気のない説明しかなされていないのだ。4月4日付の日銀の声明文は次のように述べている。
　「今回決定した『量的・質的金融緩和』は…(中略)長めの金利や資産価格などを通じた波及ルートに加え、市場や経済主体の期待を抜本的に転換させる効果が期待できる」
この点についての詳細な説明はなく、気合を言入れれば実現できるなどでは、とても論理的な説明とは言えまい。ましてや、カール・ポパーの徒としての黒田氏の自負からしても、あまりにも荒っぽすぎると言えよう。そのことは、出口戦略が不在である点についても言えることであり、日銀の姿勢として「よらしむべし、知らしむべからず」的な姿勢でコントロールできると過信すべきではない。資産価格の安定のためには、政策の波及ルートに関する論理的・数量的な説明が不可欠である。
リフレ派が消費増税先送りを進言し始めた
アベノミクスの三つの政策の基本を為している金融政策について、黒田総裁を支持している中原伸之元日銀審議委員は、『エコノミスト』6月11日号の中で、長期金利の変動が大きすぎることの是正が必要なことを指摘し、量的緩和のペースをもっと慎重にしていく必要がある、と指摘している。それと同時に、消費増税についてもデフレ脱却の前に絶対に行ってはならないと政府に警告を発している。リフレ派の人たちは、消費税の引き上げに対する警戒感を強く持っているようで、同じ号の中でリフレ派と目される安達誠司丸三証券調査部長も、消費増税に対して急ぐことのないようにすべきことを指摘している。しかしながら、もし消費税引き上げを延期したりすれば、格付け機関からは日本国債に対する格付けが引き下げられることは必至で、市場からの信認を失えば、日本国債の価格は暴落し国債を多く抱えている金融機関にとって含み損が大きく、金融危機を招いてしまう危険性が大きい。その意味では、金融問題は財政問題と強く結びついているのであり、財政規律について民主党政権時代に国際公約をしてきた2015年までにプライマリー赤字を2010年の半減、2020年までに黒字化し、それ以降も累積債務を削減するという方針を骨太方針でも確認するようだ。
果たして、そのような財政規律目標が実現できるかどうか、まことに危ういものがある。リフレ派の方たちが反対することもあるが、今の官僚と政治家に任せておけば、補正予算や特別会計などを使って当初の目標は簡単にしり抜けになることは確実である。誰も、財政の規律を守らなくても、赤字国債を発行して次の世代に先送りをしておけば、何とかなるという無責任な体制にあるのだ。この点は、民主党政権時代においても制度的には何の歯止めも設定されることなく、23年度予算を策定する際、基礎年金の3分の1から2分の1まで税負担を増やす際に、制度化された財源で賄う、となっていたのに、すぐそれを守らなかったのだ。簡単に約束したことを守らなくなったことを指摘せざるをえない。どのようにして財政規律を守らせることができるのか、過去にも橋本内閣の時には法律で制限しようとしたことがあったが、失敗してしまった。今の統治システムを大きく変えて、総理大臣・財務大臣などの権限と責任を明確にしていく以外にないだろう。この点については、また別途触れていきたい。　
新政府税制調査会発足へ、中里実東大教授が新会長へ
　政権交代とともに、民主党時代に廃止されていた政府税制調査会が再び政治家を抜いて発足するようだ。民主党政権では、政府側に入った政治家を中心に新政府税制調査会をつくったのだが、残念ながら十分に機能しなかったわけで、政権交代とともに、再び昔のように学者やエコノミスト、さらにはマスコミや民間の経営者などが入るものと見られている。会長には、中里実東大教授が就任する予定のようだが、中里氏は租税法が専門で実際の社会保障や経済との関連で今後どのようなリーダーシップを発揮されるのか、与党税制調査会の横暴を抑え、財務省のコントロールを離れて独自の納税者本位の税制改革を実現してもらいたいものだ。特に、国際租税問題の専門家でもあり、今後の重要な分野での活躍にも期待をしたい。
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